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(産大法学 51 巻 3 号 237 頁以下) では小規模な案件につき、私的整理の研





N 株式会社は、古物営業を営んでいた創業社長が個人事業を 2005 年に
法人成りさせた株式会社であるが、その後宝飾品販売事業を展開するに至
り、直営店 3 店と、フランチャイジー 5 店によるフランチャイズ事業を
行ってきたが、我国の宝飾品市場の規模は 2005 年の 1 兆 2677 億円から
2011 年の 8945 億円と急速に縮小したこともあって
( 1 )
、同社は、2012 年 2 月





















































































A株式会社 (以下、「甲」という。) 及び N 株式会社 (以下、「乙」といい、
甲及び乙を総称して「本合意当事者」という。) は、乙が営む古物営業部門
(当該部門に属する資産、契約、その他の権利義務を含む。以下「本件事業」
という。) を甲の指定する者 (以下「丙」という。) へ譲渡すること (以下、
「本件事業譲渡」という。) につき、平成 25 年 6 月 10 日 (以下「本合意締結











































は平成 25 年 7 月 18 日とする。


















第 7条 (乙の表明・保証事項)、第 8条 (甲の表明・保証条項)、第 9条 (乙









第 14条 (協業避止)、第 15条 (秘密保持)、第 16条 (公租公課の費用の負


















N 株式会社 (以下「甲」という。) と、株式会社 NN (以下「乙」といい、
甲及び乙を総称して「本契約当事者」という。) は、甲の運営する古物営業部




甲は、乙に対し、平成 25 年 7 月 18 日又は甲及び乙が別途合意する日
(以下「譲渡期日」という。) をもって本件事業を有償で譲渡し乙はこれ
を譲り受ける (以下「本件譲渡」という。)





本件事業の譲渡の対価は金 8,400,000 円 (消費税を含み、以下「本件譲
渡価額」という。) とする。
第 3条 (本件譲渡の前提条件)、第 4条 (引渡期日)、第 5条 (個別財産の移
転)、第 6条 (守秘義務)、第 7条 (善管注意義務)、第 8条 (必要手続の実
行)、第 9条 (譲渡後の協力義務等)、第 10条 (事情変更・解除)、第 11条
(甲の表明及び保証)、第 12条 (乙の表明及び保証)、第 13条 (甲による遵
守事項)、第 14条 (乙による遵守事項)、第 15条 (損害等の賠償)、第 16条
(協業避止)、第 17条 (公租公課の費用の負担)、第 18条 (譲渡の禁止)、第
19条 (協議事項)、第 20条 (管轄) 以上略
本契約締結の証として甲乙は本書 2通を作成し、各自記名捺印の上、甲乙各
1通を保有する。




















































1．日 時：平成 25 年 7 月 16 日
午前 10 時 00分から午前 10 時 30分
2．場 所：当会社本店会議室

























8 月 20 日に評価額が 3万 8000 円である旨の報告書を受領したうえで同月
30 日事業譲渡契約を締結するとともに、臨時株主総会の決議を得て、31






















N株式会社 (以下「甲」という。) と、SN株式会社 (以下「乙」といい、甲
及び乙を総称して「本契約当事者」という。) は、甲の運営する宝飾品販売部
門を構成する資産、契約、その他の権利義務を含む事業 (以下「本件事業」と
いう。) の乙への承継について以下のとおり契約 (以下「本契約」という。) を
締結する。
第 1条 (目的)














算定根拠：別紙 1「賃借保証金」明細欄 (略) 記載の保証金相当額から、
原状回復費用見込額を控除した金額。
②棚卸高：棚卸に基づく明細及び金額は、平成 25 年 10 月 10 日限り、別
途合意して定めるものとする。ただし、金額は、以下の算定根拠に基
づき算定するものとする。









①平成 25 年 10 月以降平成 27 年 8 月まで毎月末日限り 100万円 (消費税
別)






第 5条 (譲渡財産の移転方法)、第 6条 (必要手続の実行)、第 7条 (譲渡後の
協力義務等) 以上略
第 8条 (従業員の承継)
















第 10条 (公租公課等の費用の負担)、第 11条 (譲渡の禁止)、第 12条 (協議






















弁護士 甲 野 太 郎
(担当事務局・乙野花子)
御 連 絡
前略 当職は、上記債務者 (本店所在地・略) から委任を受けましたので、
その代理人として、本書を呈します。









































1 日時 平成 25 年 10 月 22 日 (火) 午前 11 時〜
2 場所 法律事務所住所・事務所名・電話番号等 (略)
② 金融機関債権者説明会
































平成 25 年 10 月 22 日




4．25 年 9 月度決算残高明細 (ドラフト)
5．平成 25 年 6 月 10 日付基本合意書 (古物営業部門)
6．平成 25 年 7 月 1 日付事業譲渡契約書 (古物営業部門)
7．平成 25 年 8 月 30 日付事業譲渡契約書 (FC部門)
8．平成 25 年 9 月 27 日付事業譲渡契約書 (宝飾品販売部門)






N 株式会社は、平成 25 年 12 月 3 日、金融機関債権者に対して、次の





さて、債務者会社は、平成 25 年 10 月 1 日全ての営業を終了し、現在私的整
理中であり、当職は、債務者会社から、同日付の資産の換価・回収及び債権者
への配当その他の私的整理手続の委任を受けております。
債権者各位に対しましても、平成 25 年 10 月 22 日に当職事務所で開催致し




















25 年 10 月度決算残高明細
25.10.31
















Rカード (株) 542,837 VISAカード
Rカード (株) 243,732 JCBカード





























































未払費用 大阪市 401,000 25 年度事業所税
未払法人税等 大淀税務署 98,900 25 年度納税充当金













3333 円とすることで合意が成立したので、平成 26 年 2 月 26 日その支払















(1) 原 資 11,431,611 円
算出根拠




内 訳 債権額 配当額 利息 支払額
O信用金庫 48,594,414 2,429,721 2,429,721
K信用組合 12,959,957 647,998 647,998
T銀行 22,630,359 1,131,518 1,131,518
M債権回収 103,570,141 5,178,507 1,283,333 6,461,840
合 計 187,754,871 9,387,744 1,283,333 10,671,077
③ 第 2回配当手続
イ 配当通知
以上の経過を経て、N 株式会社は、平成 27 年 1 月 15 日、残る金融機
関債権者に対して、合計残高試算表、平成 26 年 11 月末日付の資産明細、
上記②の特記事項と疎明資料とを添付したうえで、資料Ⅱ-12 の配当メモ















そこで、N株式会社は、この意見の bを相当と認め、同月 27 日 T銀行
219(385)
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(1) 原 資 9,812,185 円
(12)
(2) 配当額




合 計 136,935,145 6,846,758
とM債権回収に対しては、予め予告した配当を実施したうえで、O信用
金庫に対し、資料Ⅱ-13 の連絡書面を発信するとともに、同月 29 日債権
者 3社に対してかかる顛末と、第 3 回配当を SN株式会社からの事業譲渡







弁護士 甲 野 太 郎
御 連 絡











そうしますと、貴組合は、第 1 回配当時には、約 34万円 (計算式→(債権額
7859 万円−競売回収額 7170 万円)×0.05) のみ配当を受けるべきところ、約
209万円 (計算式→ 243−34) が過払いになっていたことになります。
3 前記考慮に基づく是正案
そこで、債権者平等の観点から、かかる過払金約 209万円の調整のため、今


















成 27 年 12 月 10 日金融機関債権者 3社
(14)
と A氏に対して、合計残高試算表







N 株式会社の会計帳簿は、事業譲渡先 3 件の営業に関連する書類でも
あるので、保存のため倉庫業者に 10 年間の保管と期間経過後の廃棄を委
嘱することとし、その費用として 151万 7400 円を先払いした。
また、K 信用組合に対する出資金については、返還期限が未到来で
あったため、入金後に弁護士報酬残額に充当することとし、第 3 回配当時
には内金として 89万 9935 円を受領することとした。
以上の結果、第 3 回配当の配当率は 8.5%となり、3 回の配当率の合計







27 年 10 月度残高明細
27.10.31



















−270,166 M債権回収配当金 追加 26/2/26
−1,283,333 M債権回収損害金 26/2/26
8,000,000 第 2 回配当原資預け
−1,074,995 T銀行配当金 27/1/26
−5,176,239 M債権回収配当金 27/1/26




差入保証金 株式会社 J 16,200
トランクルーム保証金 (2160
0×0.75)





















( 1 ) 矢野経済研究所推定
( 2 ) 平成 21 年 12 月 4 日に施行され、平成 25 年 3 月末に期限を迎えた。
( 3 ) 事業譲受会社が古物営業法第 3条の許可を取得できるまでの間、既に個人
でも許可を取得していた N株式会社の代表者である HK が営業主体となっ
て、事業を継続する必要があった。
( 4 ) 会社法 356条 1項 2 号、369条 2項参照。







平成 27 年 10 月末時点の換価済資産 13,123,816 円
再生債権売却代金 237,000 円
トランクルーム利用料等 (10 年分) ▲ 1,296,000 円
法定書類処分費用 (10 年後実施) ▲ 221,400 円
平成 27 年 11 月諸経費 ▲ 49,464 円
配当原資合計 11,793,952 円
2 第 3 回 (最終) 配当
第 3 回配当総額 10,894,017 円
第 3 回配当配当率 8.50 %
配当残額 899,935 円
3 配当額について
O信用金庫 T銀行 M債権回収 A
債権基準額 (第 3 回配当対象) \4,207,544 \20,424,895 \98,348,542 \4,600,000




( 6 ) 本項②の棚卸資産の精査の結果譲渡代金額は、資料Ⅱ-10記載の通り、合
計 2476万 6004 円となった。
( 7 ) 「研究ノート 9」産大法学 52 巻 1 号 136 頁【資料Ⅱ-2】債権調査票参照
( 8 ) 資料Ⅱ-6 の一部が変更されている。
( 9 ) 平成 25 年 12 月 11現在の現預金残高と法律事務所預け金残高は合計 1207
万 4944 円であった。
(10) 本件では、既に回収できた現金の殆どを第 1 回配当原資とした関係で、後
日、配当調整できなくなる可能性もあったために、担保権の仮の評価額は、
他の金融機関債権者の利害と関係が深かった事案である。
(11) 配当時に債権者から聴取する書面については、「研究ノート 8」前掲 244
頁参照
(12) 弁護士報酬の額は 90万円を予定していた。
(13) 第 2 回配当の実施に関して、O信用金庫の代理人弁護士から、平成 27 年










株式会社 U1 は、平成 21 年大阪地方裁判所に対して民事再生の申立て
を行い、同庁同年(再)第 61 号民事再生手続開始申立事件として受理され、
平成 22 年 8 月 26 日再生計画の認可決定を受けている。










そこで、株式会社 U2 は、原材料の主要仕入先の株式会社 Sに対して協
力を要請して、鋭意協議を進めた結果、株式会社 U2 は会社分割の方法に




ついては、このスキームによって、株式会社 U1、株式会社 U2 ともに
無資産会社となることから、両者に対して破産手続きが開始されて破産管
財人から否認権を行使されたり、あるいは特定の債権者から詐害行為取消





U1 と株式会社 U2 の清算を行うことになった。
2 第 1 回債権者説明会
株式会社 U1 と株式会社 U2 とは、平成 28 年 7 月 19 日再生債権者に対






平成 28 年 7 月 19 日






当職は、株式会社 U1 (以下「U1」といいます) 及び株式会社 U2 (以下
「U2」といいます) から委任を受けた代理人として、次の通り、御連絡を差し
上げます。
















日 時：平成 28 年 7 月 29 日 (金) 午後 1時 00分〜午後 2時 30分


























平成 28 年 7 月 29 日
再生債権者 各位




(1) 株式会社 U1 (以下「U1」という。) の商号・本店所在地・目的等は、
次表の通りである。












解散 平成 22 年 9 月 30 日に解散
ろが、資金繰りが悪化するに至り、平成 21 年 12 月 24 日、大阪地方裁
判所に、民事再生手続開始の申立てを行った (同庁平成 21 年 (再) 第
61 号)。
そして、U1 は、概要、①食料品製造・販売事業をグループ会社であ
る株式会社 U2 (以下「U2」という。) に譲渡する、② U2 が、事業の収
益を原資として、U1 に対して、事業譲渡代金を、毎年、分割して支払
う、③ U1 が、U2 から受領した事業譲渡代金を原資に、再生債権者に
対して、毎年、弁済を行うという再生計画案を提出し、平成 22 年 8 月
26 日、法定多数の再生債権者の賛成を得て、認可決定を受けた。
その後、U1 は、平成 22 年 9 月 27 日、再生計画通りに、食料品製









U1 が再生計画案を提出した時点では、原材料の単価は、約 1600 円／㎏
と想定していたところ、その後、商環境の変化が原因で、2011 年以降、価
格が上昇し、現在も上昇傾向が続いており、2016 年 5 月には約 2700 円／㎏

















年 6 月期には、売上総利益が約 5 %あったものの、徐々に悪化し、2016 年












清算するほかなく、清算した場合、特殊財務調査報告書 (資料 2 及び 3・
略) の通り、債権者に対して低額の配当しか行えず、また、従業員の生活基
盤や、取引先との関係も失われる事態となる。



























(1) スキーム (私的整理イメージ図。資料 5・略)





















雛形 (資料 6・略) を参考に、同意書を提出されたい。
3 スキーム完了後の U1及び U2
仮に、上記 (1) 記載のスキームを完了した後に、U1及び U2 が、自ら、破
産手続開始の申立てを行う場合、破産手続開始申立てに必要な費用 (2 社分)、
及び、裁判所に納める予納金額 (2 社分) が必要となる。従って、U1 の再生
債権者に対する配当原資が、それだけ減少することになる。














という観点から、U1及び U2 は、上記 (1) 記載のスキームを完了した後に、
自ら、破産手続開始の申立てを行うことはしない。
第 4 経営責任









3 NU (中略) らは、U1 の再生債権者であるが、経営者又はその関係会社
であるから、経営責任の一環として、本事業再生計画における弁済は一切
受けない。




1 U2 が株式会社 Kから新設会社の株式の対価として受領する 5000万円、
U1 が保有する非事業用資産、及び、NUが経営責任の一環として提供する
資産の合計額から、必要な費用を控除して、配当原資を算出し、これを、






2 U1及び U2 が清算した場合の配当は、特殊財務調査報告書 (資料 2及び
3・略) の通りであり、本事業再生計画における弁済は、これを上回って
おり、清算価値保障原則を充足している。




平成 28 年 8 月 18 日午後 1時 第 2 回債権者説明会
平成 28 年 8 月下旬 会社分割 (新設分割) の手続きをスタート
平成 28 年 9 月上旬〜中旬 会社分割 (新設分割) 効力発生日

















自由財産相当額の控除 △ 990,000 4,550,437 円
③ U1配当資産
現金預金 154,299























株式会社商工組合中央金庫 50,248,777 400,000 49,848,777 14,600,248 15,000,248
株式会社整理回収機構 39,907,423 400,000 39,507,423 11,571,361 11,971,361
株式会社M銀行 13,952,686 400,000 13,552,686 3,969,457 4,369,457
OK信用金庫 12,346,567 400,000 11,946,567 3,499,040 3,899,040
OC信用金庫 9,602,456 400,000 9,202,456 2,695,315 3,095,315
A債権回収株式会社 9,099,809 400,000 8,699,809 2,548,094 2,948,094
大阪信用保証協会 7,426,196 400,000 7,026,196 2,057,909 2,457,909
株式会社K銀行 7,220,843 400,000 6,820,843 1,997,763 2,397,763
T火災保険株式会社 5,535,689 400,000 5,135,689 1,504,196 1,904,196
大阪信用保証協会 4,979,805 400,000 4,579,805 1,341,383 1,741,383
【資料Ⅲ-5】事業再生計画に対する同意書









3 第 2 回債権者説明会
株式会社 U2 は、株式会社 K に対して、第 1 回債権者説明会での債権
者の対応を説明して、交渉を詰め、契約締結の準備を整えた上で、平成
28 年 7 月 29 日再生債権者に対して、同年 8 月 18 日に第 2 回説明会を開
催する旨の案内を送付した。




A信用金庫 1,328,399 400,000 928,399 271,920 671,920
Mファイナンス&リース株
式会社
448,073 400,000 48,073 14,081 414,081
































平成 28 年 8 月 18 日
再生債権者 各位
株式会社 U1及び株式会社 U2 代理人
弁護士 甲 野 太 郎
第 1 はじめに


















第 1 回債権者説明会で配布した「弁済額計算書」(配布資料 8番・略) 記
載の金額を、平成 28 年 9 月 12 日 (月) に、弁済する予定である。
従って、本債権者説明会で配布している振込口座指定書に、内容を記入
した上で、同じく配布している返信用封筒を用いて、平成 28 年 9 月 2 日
(金) までに、返送されたい。










平成 28 年 9 月 2 日 (金) 振込口座指定書の返送期限
平成 28 年 9 月 4 日 (日) U2 株主総会が、新設分割計画書を承認決議
平成 28 年 9 月 5 日 (月)
(株)U3 が設立登記完了
TKと株式譲渡の決済








株式会社 U2 は、第 2 回債権者説明会の翌日の 8 月 19 日に、株式会社
K の代表者との間で、スポンサー契約を締結し、それに基づき、株主総
会決議により新設分割を実施し、平成 28 年 9 月 5 日に設立された株式会
社 U3 の株式全てを同日株式会社 K の代表者である TK に譲渡し、その
代金として金 5000万円を受領した。






























また、株式会社 U2、ひいては株式会社 U1 の事例は、私的整理着手後
約 2 ケ月程度で私的整理手続きが終了している。これは、破産手続開始決
定から順次、債権者集会や債権調査期日の開催、配当の除斥期間等、それ
ぞれ法定の期間の経過が必要な破産手続きには期しがたい迅速さである。
私的整理が、特定の債権者や債務者の代理人の腕力に依拠し、「無理が
通れば道理がひっこむ。」ような経過を辿るのではない限り、それなりの
経済的合理性を伴っていることが理解頂けるのではなかろうか。
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